
５盛福介第 887号 

令和６年３月12日 

 

（介護予防）認知症対応型通所介護事業所管理者 様 

 

                     盛岡市 内 舘   茂 

 

（介護予防）認知症対応型通所介護事業所の「生活相談員」の資格要件について 

 このことについて、厚生労働省令等により、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第19条第１項各

号のいずれかに該当する者又はこれと「同等以上の能力を有すると認められる者」とされています

が、今般、「同等以上の能力を有すると認められる者」の資格要件として、下記のとおり追加するこ

ととしたので通知します。 

 

記 

１ 追加する資格要件 

社会福祉法第19条第１項各号のいずれかに該当する者と「同等以上の能力を有すると認められ

る者」の資格要件として、下記のとおりとする。 

 (１) 介護保険法（平成９年法律第123号）第７条第５項に規定する介護支援専門員 

(２) 介護福祉士の資格取得後に社会福祉施設等（※）での福祉サービスに３年以上従事した経

験がある者 

※ 「社会福祉施設等」の範囲については、「社会福祉法第２条第２項第３号及び第４号並

びに同条第３項第４号及び第４号の２に規定する事業」及び「介護保険法に規定する介

護老人保健施設、短期入所療養介護、介護療養型医療施設、介護医療院及び通所リハビ

リテーション」とする。 

【参 考】社会福祉法(昭和26年3月29日法律第45号） 

第二条 この法律において「社会福祉事業」とは、第一種社会福祉事業及び第二種社会

福祉事業をいう。 

２ 次に掲げる事業を第一種社会福祉事業とする。 

三 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）に規定する養護老人ホーム、特別

養護老人ホーム又は軽費老人ホームを経営する事業 

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律

第百二十三号）に規定する障害者支援施設を経営する事業 

３ 次に掲げる事業を第二種社会福祉事業とする。 

四 老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入

所事業、小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生活援助事業又は複

合型サービス福祉事業及び同法に規定する老人デイサービスセンター、老人短期入

所施設、老人福祉センター又は老人介護支援センターを経営する事業 

四の二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する障

害福祉サービス事業、一般相談支援事業、特定相談支援事業又は移動支援事業及び

同法に規定する地域活動支援センター又は福祉ホームを経営する事業 



２ 適用年月日 

  令和６年４月１日 

３ その他留意事項 

(１) 生活相談員として従事させる場合には、介護支援専門員においては、介護支援専門員証（有

効期間の記載のある携行証）の写しを、介護福祉士においては、介護福祉士登録証の写し及

び勤務先で発行する在職証明書を徴すること。当該書類については、事業所で保管の上、指

定更新時等に写しを提出すること。 

(２) 生活相談員が他職種と兼務となる場合は、各職種の従事時間を区分した勤務形態一覧表を

作成し、生活相談員として従事している時間を明確にすること。 

 

担当 保健福祉部介護保険課事業所指定係 

   TEL 019-626-7562（直通） 

   E-mail kaigo@city.morioka.iwate.jp 


